
１.課の業務と新年度重要施策について

　文化センターは、町の人権啓発、福祉の向上、住民交流の拠点としての事業の推進を行います。

２　事業体系
（単位：千円）

施策の柱
新規
継続

事業名 要求額 査定額 差額
前年度
予算額

啓発活動の推進 継続 同和対策総務費 3,060 2,953 -107 2,935

（目名）同和対策総務費

小計 3,060 2,953 -107 2,935

人権啓発、福祉の向上、
住民交流の推進

継続 東伯隣保館運営費 9,363 9,389 26 9,137

（目名）隣保館運営費 継続 赤碕隣保館運営費 10,665 10,667 2 9,879

小計 20,028 20,056 28 19,016

児童の健全育成 継続 東伯児童館運営費 2,561 2,558 -3 2,499

（目名）児童館運営費 継続 赤碕児童館運営費 3,802 3,799 -3 3,832

小計 6,363 6,357 -6 6,331

人権・同和教育の推進 継続 進学奨励金給付事業 6,594 15,312 8,718 4,800

（目名）人権・同和教育費 継続
人権・同和教育推進事業
（事務費）

2,600 2,592 -8 2,828

継続 社会同和教育推進研究事業 1,320 1,320 0 1,320

継続 人権教育推進員設置事 4,967 4,967 0 4,997

継続
人権・同和教育推進事業
（法務省委託）

766 726 -40 371

継続 経常的経費・その他事業 270 270 0 435

小計 16,517 25,187 8,670 14,751

人権・同和教育課合計 45,968 54,553 8,585 43,033

３　廃止・見直し事業

見直し隣保館運営費
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廃止
見直し
見直し

人権・同和教育課

　平成23年度は、進学奨励金給付事業の高校生給付分について、対象者拡大、給付額及び給付要件

（所得制限）の変更を行います。変更点は次のとおりです。

　人権・同和教育課は、人権・同和教育の総合的、計画的な推進を行います。

　　②１月あたりの給付額を5,000円から4,000円に減額。

　　③給付要件（所得制限）を住民税課税標準金額200万円以下から100万円以下に変更。

見直し内容

　人権・同和教育課は、「琴浦町あらゆる差別をなくする実施計画」の効果的な事業推進を行います。

　　①対象者を同和地区出身者等から全町の高校生に拡大。

進学奨励金給付事業 平成23年度から給付対象基準の見直し見直し

平成21年度に館長を正規職員から非常勤特別職へ見直し

事業名

平成21年度に各種講演会等の開催回数・方法等を見直し人権・同和教育推進事業（法務省委託）


